















































































































































































































































































































































































































































































































































































































1,000人以下 3４ ３ ９
1,000～5,000人 雛！ :陽 5１
5,001～25,000人 6０ 5０ 8３
25,000人以上 3４ 3１ 9１
計 191 116 6１
このような社内弁護士を擁する会社法規部を有する企業においところで，
ても社外弁護士を利用している企業が多い。 ここに社内弁護士と社外弁護士
との関係が問題となる。蓋し，理論的に会社法規部が充実すれば社外弁護士
凶
の矛Ｉ用Iま不必要となるからである。完全なる会社法規部の社内弁護士による
さらに社外弁護士によるダブル・チェックは，法律処理に， 企業にとっては
二重のコストとなるからかえって不経済となる。
社内弁護士のほかに社外弁護士の利用を必要とする所以は，ところが， 小
型法規部ではあらゆる専門分野についての専門の弁護士を擁しえない企業が
社外弁護士を補充的機能として利用するものと解される。しかし，社外弁護
士はむしろ大企業の法規部にこそ積極的に利用されているのであって，ピン
鋤
チヒッター論Iま消極的であるという。企業が社内弁護士のほかに社外弁護士
を擁することの積極的な必要性は,会社法規部員 (社内弁護士）の不利性(dis．
advantage）をカバーすること，
制化にあるといえよう。
と社内弁護士と社外弁護士との相互協力体
第一に， 社外弁護士は社内弁護士の不利性をカバーするものである。 社内
弁護士の有利性（advantage）は，
事実の認識（knowledgeoffacts）
①社内弁護士は社外弁護士より し適確な
ができること。②予防法学（Preventive
③迅速に法律実務の処理ができること等をあげるLaw）の実践にあること。
（31）
ことｶﾐできる。
しかし，このような社内弁護士にも， マドックが論じているように， 不利
①法規部員が会社の方針のためにはいわゆる｢イエス．性がある。すなわち，
130
マン」たりやすいこと。②法律事務を法的観点よりもビジネスの観点から処
理しがちなこと。③社外の事情にうとくなること，などをあげることができ
このような社内弁護士の不利性は， 社内弁護士自身で自律的に解決しうワｏｏ
るものであるが，そこには限界があり， 社内弁護士の不利性をカバーするた
めに社外弁護士の活用の必要性が存するといえる。
社内弁護士と社外弁護士との相互協力体制化である。 第一の社外
両者は相互
第二に，
弁護士に‘により社内弁護士の不利性を力，ミーする場合においても，
に協力する体制をとるべきである。
（32）
8b合う役割関係にある。たとえば，
すなわち，両者は互いに補ないあい，強
企業における税務，反トラストおよび企
業規制関係，製造物責任，契約，有価証券関係，企業買収や合併，国際契約，
特許その他の法律問題の処理にあたっても， 相互にその特性を活かし合う関
係にあると言えよう（未完)。
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